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及んでいる。これは東京の場合(1941年まで)より後ま 型の指定が 121件 (45.7%)と最も多く，半分近くを占
での指定でもある。 めている。続いて「耕地整理地区内の補助道路J型の指
期間中の総指定件数は 265件と東京での指定件数と較 定が45件(17%)，既成市街地内での「既存道路拡幅j
べて(同899件)少ない。その関係面積は1，280haで， 1 型の指定が41件(15.5 %)， r不良住宅密集地の整理」型
表一 2 神奈川県地域別積極的指定建築線の推移(件数)
指\乏~ T15 S2 S3 S 4 S5 S6 S7 S8 S9 SlO Sl1 S12 S13 S14 S15 S16 S17 S18 S19 合計
神奈川区 2 1 13 6 2 2 I 3 6 4 1 44 
横
中 区 4 7 14 3 4 2 2 3 3 3 4 1 53 
浜 磯子区 4 3 l 11 
市
保土ケ谷区 2 7 7 5 4 1 1 28 
鶴見区 4 3 3 4 2 4 1 3 1 26 
JI 崎 市 1 2 4 8 4 4 6 12 4 2 1 1 1 51 
横須賀市 I 4 2 3 3 1 3 19 
平 塚 市 8 8 
小田原市 1 
滞 郡 2 4 9 
鎌 倉 郡 2 2 6 
高 座 郡 l 4 
不 明 1 2 2 5 











地 域 郊外区l区2震災既道不良 他 不明 合計
神奈川 27 2 7 7 44 
横中区 18 61 15 8 6 53 
浜磯子区 9 2 11 
市保土谷 19 3 3 3 28 
鶴見区 11 14 26 
川崎市 9 21 17 2 51 
横須賀市 8 5 4 2 19 
平塚市 8 8 
小田原市
三浦郡 3 2 4 9 
鎌倉郡 5 6 
高座郡 3 4 
不 明 5 5 








































































































































































































































































の例 0927年3月指定，横浜市浅間町)であるが， 1923 
年の大震火災後に建築線を指定し，従来からの不良住宅
密集地の整理を実現させたとしている(神奈川県建築協























































































































































年次 総指定 変更 廃止 有効指定
1926 220 220 
27 645 8 637 
28 685 15 2 668 
29 562 29 9 524 
30 487 31 11 445 
31 535 50 4 481 
32 500 43 10 447 
33 402 40 9 353 
34 348 32 1 3 303 
35 374 26 1 2 336 
36 487 28 20 439 
37 433 40 19 374 
38 279 24 18 237 
39 312 11 27 274 
40 269 15 15 239 
41 202 13 15 174 
42 162 5 13 144 
43 86 5 8 73 














































， ， ' ' ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， 192627 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 計
北 区 5 6 4 5 1 4 1 l 30 
東 区 2 3 
天王寺 1 3 
大 旭 区 4 91 15 12 27 23 12 11 5 118 
東成区 15 17 12 25 30 51 26 19 10 14 12 6 11 249 
阪 西成区 1 2 2 1 9 
住吉区 3 9 37 33 24 20 15 18 18 20 26 25 3 7 6 2 l 31 270 
大正区 2 5 8 3 3 2 25 
市 港 区 2 14 11 8 4 8 3 52 
此花区 2 5 3 1 4 I 2 2 3 3 27 
西淀川 1 2 l 4 5 4 81 13 20 6 15 13 13 5 113 
東淀川 2 12 11 14 10 7 8 3 2 3 3 77 
堺 市 2 9 3 5 4 2 3 2 2 2 3 38 
岸和田市 2 3 3 2 13 
布 施 市 91 27 16 9 4 4 69 
豊 中 市 l 3 2 8 
池 田 市 1 2 
豊 有企 郡 2 3 2 16 
島 郡 2 2 2 3 2 2 2 17 
北河内郡 1 2 1 2 3 3 7 2 2 2 28 
中河内郡 1 7 3 5 3 21 14 7 8 6 1 58 
泉 北 郡 2 1 2 1 8 
泉 南 郡 2 1 1 6 











































来井 地 整 理
大区 画中 小整
理 一宅ー -地F造成 他 1仁h3• 計
大 中 計 5十 大 計
~t 区 3 9 18 30 30 
東 区 2 2 3 
大
天王寺 3 3 3 
旭区 26 90 11 7 118 
東成区 8 27 67 102 4 34 79 11 7 5 25 30 249 
阪 西成区 8 8 9 
住吉区 4 16 97 1 1 7 7 29 95 1 3 1 3 19 22 270 
大正区 1 1 8 19 6 6 25 
市 港 区 2 2 20 30 50 52 
此花区 4 22 26 27 
西淀川 1 6 31 56 93 3 1 6 19 11 3 
東淀川 1 3 47 51 3 14 17 1 8 9 77 
堺 市 1 2 3 9 1 7 29 l 6 7 38 
岸和田市 4 l 1 0 l 2 3 1 3 
布 施 市 4 68 69 
豊 中 市 l l 1 2 2 4 2 8 
池 田 市 l 2 
豊 能郡 2 3 5 1 2 8 10 1 6 
島郡 1 10 11 l 5 6 17 
北河内郡 1 13 l 2 7 10 4 5 28 
中河内郡 5 16 34 55 2 2 58 
泉 北郡 2 4 4 4 8 
泉 南郡 1 5 6 6 

































































































































J;. 13. 6施行令 f改正
大9.9施行令 公布 大15.10府細目IJ 昭 9.12規則 改正 昭 14. 1施行令 改正 昭 21.3府細則改正
大9.12府組則 昭 10.3府細則 昭 14.2府細則
l 道路 (法26) (法26) 道路とは幅員4回以上のものをいう ω
道路とは幅員9尺以上のものをいっ υ (令30) 幅員4m未満、 2.7m以上の道路忙し
て左の各号のーに該当するものは之を市街地建
(法 7) (府細 5) (法7) 築物法の道路と看なす。 (府細4)
道路敷地の境界線をもって建築線と 法26条の道略』ζ於tは道路巾の境界線より 1尺 道路巾の境界線をもって建築線とす。但L.特 l 行政官庁市街地白状況により特に指定したも 行政庁の管理に属する道路にして幅員4
す、但し特別の事由あるときは行政 5寸を後限Lt.こる線を建築線とす、{日し、必要 別の事由あるときは、行政官庁は別K建築線を の m未満のものに在りてはその中心線より
官庁はglJIC建議線を指定するととを ある時は別K後退して指定する Eとあり。 指定するEとを得。 2 土地区画整理設計又は行政官庁目指定したる 各 2mを距りたる線をもって建築線とす【
建築線 得u 巾員9尺未満の道路忙して行政庁の管尽に属す (府告市 157) 建築線ι基き築造せられたるもの。 @ 
{府細 5) るもの又は当庁K於て必要と認め告示したるも 昭和10年2月28日以前K指定したる建築線は総 (府細6の2) (府細5) 
従来存在する巾員9尺以上の道路ι のに於ては道路巾の中心線より各6尺を巨りた て之を其の道路幅境界線の位置に変更す。 街角にありては各辺2m宛明降したる線をもっ 街角に在りては各辺 2m宛明降Lたる練
於いては，道路巾の境界線より l尺 る線をもって建築線とす、但し必要と認めたる (府細 6) て建築線とす。但し内角 120度以上のもの又は をもって建築線とす。 @ 
5寸を後退したる線を以て建築線と ときは、別に指定するEとあり。 行政庁の管哩に属する通路又は道路ιして幅員 必要なLと認むるも白は比の限りに在らず。建 建築線聞の距離3.5m未満のも白に在り
する。 4m未満のものに在りては其中ι線より各2m 築線聞の距雌 3.5m未満のものK在りては前項 ては前項の 2mを1.5mとす。
距りたる線をもって建築線とす. @ の2mを 1.5mとす.
敷地 (法8) (法8、規4) 
と 建築物の敷地は.建築線K接せしむ 建築物はその敷地が2m以上道路敷地に接しな




建築物 (法 9) 〈府細7) (府細6)
と 建築物は建築線より突出せしむる己 建築物白壁画は建築線より45cm以上後通せし 建築物白壁面は建築線より45cm以上後






計画 、(法26骨30) (令29の2) (告30)
の 道路の新設又は変更の計画あるとき 計画道路内Kおいて行政官庁支障なLと認むる 幅員4m以上白道路の新設又は変更の計画ある
道路 は，行政官庁その計画を告示したる ときは存続期限を附して仮設建築物の建築を許 場合に於て、行所官庁其白計画を告示したると
ときは之を道路とみなす. 司することを得。 きは、英白計画の道路は之を市街地建築物法の
通路とみなす。
建築線 (府細 5) (府細 5の2) 


































































年次 件数 備 考
1921 5.586・4月までの1.862件より推計
22 7，235 
23 732 1月までの 671件より推計
24 747 
25 379 10月までの 316件より推計
26 249 8月までの 116件 ん，
27 177 8月までの 118件 " 
28 140 10月までの 117件 " 
29 105 1月までの 97件 " 
30 30 4月までの 9件 " 
31 61 
32 63 
33 72 1月までの 66件より推計


























年次 耕地整理組合区画整理組合土地開発法人 計大中小 大中小 大中小
1935 1 1 1 1 2 3 212 6 
36 1 1 1 214 212 1 1 2 3 9 
37 1 1 2 31 1 211 412 214 11 
38 31 2 51 1 1 1 1 2 3 9 
39 311 4 1 1 1 2 6 
40 1 1 2 2 
41 1 1 1 1 1 1 1 3 5 
























耕 区 土 必oλ 計
南 区 6 4 8 18 
中 区 1 
名
西 区 1 3 5 
古 東 区 1 3 4 
港 区 4 2 6 
屋 熱田区 5 5 
市 千種区 l 2 
中川区
中村区 3 3 
西加茂郡 1 2 
宮 市 1 I--~-







































































-申請建築線 -郊外地 -図面告不 -明確でない • 1923-41年で




-申請建築線 -郊外地 -図面告不 -条文化，明確 .1926-44年で
神 -積極的指定建築線 -既成宅地 (期限，義務者， 265件の指定
奈 -耕地整理地区(多様な運用) 標示方法，承 (積極的指定建
)11 -不良住宅密集地 認) 築線のみ)
-火災跡地
-申請建築線 -耕地整理地区 (一律的な -文面告不 -指示，やや明確 .1926-43年で
大 -一部後退建築線 -区画整理地区 運用) (標示方法 1，239件の指定
阪 -壁面線 のみ) (面的整備と関
係あるもの)
-申請建築線 -耕地整理地区一部 (個別的な -文面告不 -指示，やや明確 .1921-41年
愛 -区画整理地区一部 運用) (標示方法






































































SOME F ACTS OF THE BUILDING LINE SYSTEM IN LOCAL CITIES 
TakayukiIkeda 
University of the Ryukyus 
Comprehensive Urban Studies， No. 18， 1983， pp. 141 -163 
τもispaper studies some facts of the building line system in Kanagawa， Osa孟aand
Aichi. 
It has been clearly shown by Part 1 of this study that the facts and its system's 
effect Tokyo. 
However， the statistics from local cities are unknown to the fullest extent. 
In this paper， the facts of the building line system with the administrative data in 
Kanagawa， Osaka and Aichi were analyzed. 
The principal results of this study are as follows: 
(1 ) There is a wide difference on the usage of the building line system between 
Tokyo -Kanagawa， and Osaka -Aichi. 
(2) The manner of its usage is varied in Tokyo and Kanagawa， but tend to be 
more uniform in Osaka and Aichi. 
(3) This difference results from what we have determined the level of basic 
improvement of living conditions in each of the cities. 
163 
